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ダイナミックロードプライシングにおける
突発渋滞を考慮した料金調整手法の提案

吉田 茉菜1,a) 川上 朋也1 柴田 直樹1 伊藤 実1

概要：交通渋滞を減らすための取り組みの一つに，リアルタイムな道路状況に応じて利用料金を変動させ
るダイナミックロードプライシングがある． 我々の研究グループでは需要分布に基づく料金決定手法を提

案しており，本研究では，事故などの突発的事象発生時に変化した道路状況を反映したインセンティブの

金額を計算し，利用者へ通知することでいかなる状況においても交通量を制御可能な料金手法を検討する．

このインセンティブの額を適切に決定することで，利用者の一部に別の経路や一般道路へ変更してもらい，

道路利用者数をコントロールする．検討方法を計算機上でシミュレーションを行い，突発的事象発生時に

も交通量をコントロールできていることを確認した．

1. はじめに

世界では 13億台もの車が保有され，日本国内でも 7800

万台の車が保有されている [1]．その一方多様な交通手段

が出現したことにより，利用できる移動手段の選択肢は自

家用車に限らず様々な手段が選べるようになってきた．し

かし，依然として自家用車を利用して移動する人々は多

く，交通渋滞が多く発生しているのが現状である．日本に

おいては，渋滞による年間経済的損失は年間 38.1憶人時

間であり紙幣換算すると約１２兆円となる [2]．これは日

本のＧＤＰの約 2パーセントに相当する．渋滞を削減する

ためには，道路の利用者数（交通量）を走行可能な量（交

通容量）以下に制御する必要がある．交通量を制御する取

り組みは交通需要マネジメント（Transportation Demand

Management, TDM）と呼ばれる [3]．本研究では，TDM

のひとつであるロードプライシングを扱う．

ロードプライシングとは，特定の道路や区間を利用する

利用者に対して，料金を徴収することで交通量をコント

ロールし，渋滞の解消や渋滞の抑制を行うことである [4,5]．

諸外国におけるロードプライシング導入事例にはシンガ

ポールの道路料金自動徴収制度（Electronic Road Pricing,

ERP）やスウェーデンの混雑税，アメリカの HOTレーン

（High Occupancy Toll Lane），HOVレーン（High Occu-

pancy Vehicle Lane）が挙げられる [6]．シンガポールの

ERPでは料金の徴収に ICカードを用い，日本の電子料金
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収受システム（Electronic Toll Collection System, ETC）

とは異なり，前払い制であらかじめチャージしておく必要

がある．シンガポールでのロードプライシングの場合，ガ

ントリーというゲートが都市部に入る道路に設置してあ

り，ガントリーの下を車が通ると，車載機に差し込まれた

ICカードから料金が自動的に引かれる．料金に関しては，

車種，時間帯ごとに決められており，料金の設定は 3か月

ごとに改定され，メディアを通して国民に伝えられる．こ

のようなシンガポールの事例をはじめ，実用化されたロー

ドプライシングは料金がある時間，ある区間固定である場

合が多い．

ロードプライシングの中でも，道路状況に応じて料金を

変動させる方法をダイナミックロードプライシング（Dy-

namic Road Pricing, DRP）という．ダイナミックロード

プライシングは従来のロードプライシングよりも効率的に

道路交通量をコントロールできる．ダイナミックロードプ

ライシングの実用化は情報通信技術を用いることにより

可能であると考える．特に日本の高速道路の ETC利用率

は，89.7% [7]と高いことから，実現可能であるといわれて

いる．

我々の研究グループでは，道路の料金による利用者数を

大まかに把握できる環境において，需要分布に基づく料金

決定手法を提案している [8] [9] [10].我々の先行研究では

経路，時間帯ごとの料金による利用需要の分布を用い，各

道路区間で交通容量を超えないという制約の下，道路事業

者の総収入を最大化する料金の組合せ最適化を行う．しか

し，実際の道路では突発的な事故などによって混雑が起き

るため，それらの状況変化を利用料金に反映し，動的に更
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新する必要がある．また，状況が変化した道路区間より前

を走行中の利用者においては，道路や交通，利用料金の変

化によっては，別の経路や一般道路への切り替えることが

予想される．

そこで本研究では，事故などの突発的な事象によって道

路状況が変化した場合に一部の利用者に対してインセン

ティブを与えることを検討する．突発的な事象が生じてい

る区間に流入する利用者に対してインセンティブを提示

することで，利用者はその金額によって有料道路を使用す

るか，迂回して一般道への切り替えを行うかを判断する．

よって，インセンティブの大きさを適切に設定することで，

突発的事象発生時にも迅速に交通量のコントロールを行う

ことができ，渋滞発生を防ぐことができる．本研究では交

通渋滞を以下の二種類に分類する．

• 予測可能な渋滞 : 需要分布をもとに，各時間，各経路

の需要と料金の関係が分かっているという想定のもと

では，交通量を交通容量以下にすることで発生を抑制

できる渋滞のことを表す．

• 予想不可能な突発的事象による渋滞 : 突発的な事象と

いうのは，事故や急な天候不良による事象をさす．こ

れらにより，一時的に交通容量が変化することで事前

に予測不可能な渋滞が生じる．それらを予測不可能な

突発的事象による渋滞として定義する．

これらの二種類の渋滞に有効な料金決定方法を提案するこ

とで様々な状況にも対応可能な料金決定手法を目指す．

2. 先行研究における料金決定

2.1 概要

我々の研究グループでは，道路事業者が事前に出発地，

目的地，時間帯ごとの利用者の需要分布に関する情報を得

ている環境を想定し [11]，需要分布に基づく利用料金決定

手法を提案している [8–10]．ここでの需要分布とは，道路

の利用料金に対する利用者数の分布を指す．また，各道路

区間には，単位時間あたりに走行可能な車両台数（可能交

通容量）があらかじめ定められているものとしている．利

用料金を決定する道路とは別に，利用料金が不要な一般道

路も並走されているものとし，事前に提示された利用料金

が最も低い経路でも高いと判断した車両は一般道路を利用

する．さらに，各車両は流体モデルに従って等速で移動す

るものとしている [12,13]．

先行研究では上記の環境において，出発地，目的地，時

間帯ごとの利用料金を決定し，利用者へ事前に提示するシ

ステムを想定している．各利用料金を求める問題は最適化

問題として表現するため，2.2 節で述べる定式化を行って

いる．

2.2 定式化

先行研究では，入力，出力，制約条件，目的関数に分け

図 1 有料道路の例

て問題を定式化している．

2.2.1 入力

入力は道路，利用者（車両），需要分布の 3つである．そ

れぞれ以下に述べる．

• 道路
道路網を有向グラフG = (V,E)で表し，道路網に存在

する出入口（ノード）を vi ∈ V，ノード vi, vj 間の道

路区間（リンク）を ei,j ∈ E とする．また，区間 ei,j

を利用可能な車両の最大数（交通容量）を ci,j，時刻

t ∈ T における ei,j の利用者数（交通量）を ni,j,tとす

る．ここで，T は利用可能なすべての時間（タイムス

ロット）を表す．ノード V = {v1, v2, v3, v4}, タイム
スロット T = {1, 2, 3, 4}の有料道路の例を図 1に示

す．図 1は片方向の道路で，破線は各ノードでの一般

道路との出入りを表す．

• 利用者
各利用者は希望の出発ノード vs ∈ V，到着ノード

vg ∈ V，出発時刻 ts ∈ T を持つ．

• 需要分布
出発ノード vi，到着ノード vj によって一意に決める

最短経路を R(i, j)とする．また，出発時刻 tで経路

R(i, j)を利用したい利用者数（需要）をNi,j,t, 料金 x

での需要の割合を表す需要分布を確率密度関数 fi,j,t(x)

とする．fi,j,t(x)の累積分布関数を Fi,j,t(x)とすると，

出発時刻 tで経路 R(i, j)の料金が pi,j,t の場合に予測

される利用者数は (1−Fi,j,t(pi,j,t))Ni,j,tとなる．需要

分布は経路 R(i, j)と出発時刻 tごとを想定するため，

分布の数は最大で各道路が片方向の場合に |V |C2|T |，
双方向の場合に 2|V |C2|T |となる．ここで，|V |はノー
ド数を，|T |はタイムスロット数を表す．

2.2.2 出力

出力として，利用可能なすべての経路 R(i, j)，出発時刻

tに対して料金 pi,j,tを決定する．利用者は入力として前述

の出発ノードと到着ゲート，出発時刻を事前に指定し，出

力として得られた最も低い料金に基づいて，有料道路を利

用するかどうかを判断する．有料道路を利用しないと判断

した場合，並走されている一般道路を利用する．

2.2.3 制約条件

先行研究では，道路のすべての区間で常に交通容量を越
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えないことを想定する．そのため，制約条件として，以下

をすべての時刻 tと区間 ei,j で満たす必要がある．

ni,j,t ≤ ci,j ∀ei,j ∀t ∈ T (1)

2.2.4 目的関数

出発時刻 tで経路 R(i, j)を利用するすべての利用者か

ら得られる収入は，(1−Fi,j,t(pi,j,t))Ni,j,tpi,j,tとなる．先

行研究では道路事業者の利益を最大化するため，すべての

経路と出発時刻での利用者からの収入を最大化する以下の

式 2を目的関数とする．目的関数は事故などによって利用

料金を更新する場合も変わらない．

max
∑
i

∑
j

∑
t∈T

(1− Fi,j,t,(pi,j,t))Ni,j,tpi,j,t (2)

2.3 料金決定の流れ

先行研究では，2.2 節の問題設定における組合せ最適化

を行っている．最適化の流れを以下に示す．

( 1 ) 経路と出発時刻ごとの需要分布に対して，料金をそれ

ぞれ仮に設定

( 2 ) 関係する利用需要の累積分布から，各時刻の利用者数

を区間ごとに予測し，すべて交通容量を満たすかどう

かを判別

( 3 ) 仮に設定した料金で，利用者からの総収入を計算

( 4 ) 各料金を変更して繰り返し，総収入が最大となる料金

を求める

2.4 問題点と本研究の位置付け

以上の我々の先行研究では，あらかじめ得られている需

要分布の精度が高ければ，高い確率で渋滞発生を抑制しつ

つ，道路事業者の収益も高められる．しかし，現実には需

要分布の推定に誤差が生じるほか，事故などによる突発的

な渋滞（突発渋滞）も発生する．これら微小な渋滞や突発

的な渋滞は範囲の拡大や重篤化，追突事故などの二次被害

を引き起こす一方，先行研究では一度決定した利用料金の

調整や更新を考えていないため，渋滞の速やかな解消や軽

減を行えない．

本研究では上記の問題を解決するため，突発的事象によ

り交通容量が変化した区間を利用する予定であった利用者

に対して，利用を取りやめる場合に利用料金の減額（イン

センティブの提供）を行う調整手法を提案する．有料道路

を走行し続ける利用者には，先に示した料金決定方法で決

まった料金を徴収し，利用をとりやめる利用者にはインセ

ンティブを与える．そうすることで，突発的な事象発生時

にも渋滞の発生をコントロールすることができる．次の章

にてインセンティブの金額を決定する方法を説明する．

表 1 各時刻・各経路の利用料金
t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4)

1 p1,2,1 p1,3,1 p1,4,1 p2,3,1 p2,4,1 p3,4,1

2 p1,2,2 p1,3,2 p1,4,2 p2,3,2 p2,4,2 p3,4,2

3 p1,2,3 p1,3,3 - p2,3,3 p2,4,3 p3,4,3

4 p1,2,4 - - p2,3,4 - p3,4,4

表 2 各時刻・各経路の利用者数
t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4) 　

1 n1,2,1 n1,3,1 n1,4,1 n2,3,1 n2,4,1 n3,4,1

2 n1,2,2 n1,3,2 n1,4,2 n2,3,2 n2,4,2 n3,4,2

3 n1,2,3 n1,3,3 - n2,3,3 n2,4,3 n3,4,3

4 n1,2,4 - - n2,3,4 - n3,4,4

3. 問題設定

3.1 想定環境

突発的な渋滞発生時に道路事業者は通常の予測可能な渋

滞発生を考慮した料金決定に使用した情報（4章参照）に加

えてどこの地点で突発的な事象がおきいているのかと，そ

れに伴う交通容量の変化量を観測可能であるとする．それ

らの情報をもとに，該当区間への流入する予定であった利

用者を一般道路へ再分配するためにインセンティブの金額

を決定する．利用者へ突発的事象発生に関する通知は道路

情報板や道路交通情報通信システム（Vehicle Information

and Communication System, VICS），路側放送（ハイウェ

イラジオ) [14]などで行う．当該区間より前を走行中の利

用者は配信された情報の中のインセンティブの金額に基づ

いて，その後に別の経路や一般道路へ切り替えるかどうか

を判断する．

3.2 定式化

本研究の想定環境において，適切なインセンティブの金

額を求める問題を最適化問題として表現するために，入力，

出力，制約条件，目的関数に分けて定式化する．

3.2.1 入力

事前に予測可能な渋滞発生を考慮した料金決定（2章参

照）で決定した料金と有料道路利用者数に加えてどこの地

点で突発的な事象がおきいているかと，それに伴う変化後

の交通容量を入力する．

• 事前に決定した情報
事前に予測可能な渋滞発生を考慮した料金決定方法で

決定した各経路，各時刻ごとの料金を pi,j,t（表 1）と

利用者数を ni,j,t（表 2）とする．

• 突発的事象に関する情報
突発的事象が発生した場合に，どの区間のどの時間

帯で利用者を再分配しなければならないか把握する

必要がある．そのため，どの区間でどの時間突発的事

象がおきているか事故インデックス k = {k1, k2, ...}
で表す．さらに，突発的な事象によって交通容量が
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変化する割合を Q = {q1,2,t, q2,3,t, q3,4,t} とする．修
正後の交通容量 Ci,j,t = qi,j,tci,j となる．例えば，リ

ンク e1,2 と e2,3 が T = [1, 2] の間事故によって利

用可能な車線が半数に減少した場合，k = 1, 2, 4, 5，

Q = {0.5, 0.5.1},Ct=1,2 = {0.5c1,2, 0.5c2,3, c3,4} とな
る．その区間の修正後の交通容量を

• 　インセンティブの大きさと利用を中断する利用者数
の分布

出発ノード vi，到着ノード vj によって一位に決められ

た最短経路 R(i, j)とする．その Ri,j を利用する際の

金額をもとにしたインセンティブの金額の割合 xi,j,t,k

とする．その場合の，有料道路利用を中断する利用者

数の割合を表す関数を gi,j,t,k(x)とする．利用区間と

突発的事象発生区間の関係から重みづけを行い，その

重みを hi,j,k とする．関数 gi,j,t,k(xi, j, t, k)は以下に

示す．

gi,j,t,k(xi, j, t, k) = hi,j,kx
2
i,j,t,k (3)

3.2.2 出力

本研究では出力として，突発的な事象により再計算の対

象となる経路 R(i, j) の利用を中断する利用者に支払うイ

ンセンティブの金額 Pi,j,t を決定する．出力として得られ

たインセンティブの金額 Pi,j,t に基づいて，有料道路を利

用するかどうかを判断する．有料道路を利用しないと判断

した場合，有料道路の利用をやめ一般道路を利用する．有

料道路を利用し続ける場合には元の利用料金 pi,j,t を支払

い，利用をせずに一般道路を利用する場合は Pi,j,t,k のイン

センティブをうけとる．

Pi,j,t,k = pi,j,txi,j,t,k (4)

3.2.3 制約条件

本研究では，すべての区間で常に交通容量を越えないこ

とを想定する．そのため，突発的事象により交通容量が変

化した後も制約条件として，以下をすべての時刻 tと区間

ei,j で満たす必要がある．

ni,j,t ≤ Ci,j,t ∀ei,j ∀t ∈ T (5)

3.2.4 目的関数

突発的事象発生時に出発時刻 tで経路R(i, j)の利用を中

断して払い戻しをうける利用者数は，gi,j,t,k(xi,j,t,k)とな

る．さらに各経路のインセンティブの大きさは xi,j,t,kpi,j,t

となる．よって，各経路の利用をやめた利用者に支払うイ

ンセンティブ額は gi,j,t,k(xi,j,t,k)ni,j,txi,j,t,kpi,j,t となる本

研究では道路事業者の利益を最大化するため，すべての経

路と出発時刻でのインセンティブの合計を最小化する以下

の式 6を目的関数とする．

min
∑
i

∑
j

∑
t∈T

∑
k

gi,j,t,k(xi,j,t,k)ni,j,txi,j,t,kpi,j,t (6)

図 2 提案手法の流れ

3.3 料金決定の流れ

本研究では，先ほど示した問題設定における組合せ最適

化を行う．最適化の流れを以下に示す．

( 1 ) 突発的事象の発生により変化した交通容量とその区間

を観測する

( 2 ) それに伴う交通容量の変化量と区間の入力を準備する

( 3 ) 突発的事象発生区間の利用をとりやめた利用者にたい

して支払うインセンティブの金額を仮に設定する

( 4 ) インセンティブ額と利用者の行動を表した関係式から

交通量を再計算してそれらが変化後の交通容量を以下

であるか判別する

( 5 ) 各経路のインセンティブ額を変更して繰り返し，イン

センティブ額の総計が最小となる料金を求める

4. 突発渋滞を考慮した料金調整手法

本研究のモデルは，図 2に示すような流れとなっている．

本研究ではまず， 章にて説明した問題設定を用いて，有

料道路の各区間，各時刻ごとの利用料金を決定する．その

後，突発的な事象が発生し交通容量が変化した場合にのみ

３章で説明したインセンティブ額決定のフェーズに入る．

それらをタイムスロットごとに行い，交通量をコントロー

ルする．

5. 評価

5.1 シミュレーション環境

図 3に示すようなノード数 4，区間数 3からなる道路網

を用いた．各区間の交通容量はすべて 100 で，タイムス

ロット T = {1, 2, 3, 4}である．また，本シミュレーション
では単純化のため，各車両は単位時間あたりに 1区間を走

行するものとした．シミュレーションの継続中のすべての
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図 3 シミュレーションに使用した道路網

表 3 各時刻・各経路の利用料金
t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4)

1 523.78 1113.92 1650.92 514.45 973.43 383.53

2 517.48 1140.03 1635.25 613.22 1119.23 514.35

3 503.56 999.74 - 607.65 1110.12 521.25

4 391.84 - - 500.43 - 530.31

表 4 各時刻・各区間を走行する車両数

t e1,2 e2,3 e3,4

1 99.82 99.9 87.79

2 99.86 99.62 99.58

3 99.63 99.98 99.88

4 86.03 99.88 99.79

時間帯において，任意のノードから残りの時間内に到達可

能なノードに向かって道路の利用が発生する．

5.2 需要分布を用いた料金決定の結果

まず，２章にて説明した需要分布に基づく料金決定方法

のシミュレーションとして差分進化法を用いた結果を表 3

に示す．表 3は組合せ最適化によって求められた，各時刻，

各経路の利用料金を表している．また，表 3の料金によっ

て，各時刻，各区間を走行する車両数を表 4に示す．需要

分布として，平均値 µ = 500 ∗ dist,分散 σ2 = µ/5に従う

正規分布の生存関数を用いた．ここで，distはその需要分

布を構成する利用者が走行する区間の数である．また，正

規分布の確率密度関数を以下に示す．

fi,j,t(x) =
1√

2πσ2
i,j,t

exp

(
− (x− µi,j,t)

2

2σ2
i,j,t

)
(7)

需要の累積分布関数と差分進化アルゴリズムには，オー

プンソースソフトウェアの SciPy 0.13.0b1*1を用いた．な

お，差分進化法のパラメータは個体数（集団サイズ）Npop

を 15，個体の変数の下限と上限をそれぞれ xlb = µ− 3σ，

xub = µ+3σとし，突然変異率 F, F ′と交叉率 CRをとも

に 0.7とした．また，世代数の最大は 10,000とした．

5.3 単一区間での事故の場合

5.3.1 シミュレーション環境

図 4に示すような e3,4 のリンクが t = 1の時突発的事象

*1 SciPy:https://www.scipy.org/ (accessed Aug. 1, 2019)

図 4 事故発生時の道路網

表 5 各時刻・各経路の利用料金
t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4)

1 523.78 1113.92 1650.92 514.45 973.43 388.53

2 517.48 1140.03 1635.25 613.22 1119.23 514.355

3 503.56 999.74 - 607.65 1110.12 521.25

4 391.84 - - 500.43 - 530.31

表 6 各時刻・各経路のインセンティブの金額

t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4)

1 - - - - - 114(119)

2 - - - - - -

3 - - - - - -

4 - - - - - -

表 7 各時刻・各経路の利用をやめた利用者数
t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4)

1 - - - - - 7.8(21.9)

2 - - - - - -

3 - - - - - -

4 - - - - - -

により交通容量の割合が Q = {1, 1, 0.8}となった場合のイ
ンセンティブの金額を求める．インセンティブ受け取りの

対象となる区間の利用料金は表 5の下線の部分である．提

案方式の比較対象としては，もともとの各経路の利用料金

の半額をインセンティブとする場合のインセンティブの価

格と利用を取りやめる利用者数，インセンティブの合計を

求めた．

5.4 シミュレーション結果

提案方式で差分進化法を用いて最適化を行った結果，

t = {1}の時に e3,4 の利用をやめた利用者に支払うインセ

ンティブの金額は表 6に，利用を中断した車両数は表 7に

示すようになった．さらに，各区間ごとの車両数を表 8に

示す．それぞれの表の括弧内の値は利用料金の半額をイン

センティブとした場合の結果である．

最後に料金徴収によって得られる総収入の値とインセン

ティブにかかる費用の合計額を比較した値を表 9に示す．
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表 8 再計算後の各時刻・各区間を走行する車両数

t e1,2 e2,3 e3,4

1 99.82 99.9 80.00(65.84)

2 99.86 99.62 99.58

3 99.63 99.98 99.88

4 86.03 99.88 99.79

表 9 総収入の変化量

料金収入 インセンティブの合計 インセンティブの合計

(固定割合の場合）

　 594551.8 890.5(0.1%) 4208.90(0.7%)

図 5 事故発生時の道路網

表 10 各時刻・各経路の利用料金
t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4)

1 523.78 1113.92 1650.92 514.45 973.43 388.0

2 517.48 1140.03 1635.25 613.22 1119.23 514.355

3 503.56 999.74 - 607.65 1110.12 521.25

4 391.84 - - 500.43 - 530.31

5.5 複数区間での事故の場合

5.5.1 シミュレーション環境

図 5に示すような e1,2, e3,4 のリンクが t = {2, 3}の時
突発的事象により交通容量の割合が Q = {0.75, 1, 0.8}と
なった場合のインセンティブの金額を求める．これは複数

地点で同時に突発的事象が起きた場合を表している．イン

センティブの対象となる区間の利用料金は表 10の下線の

部分である．

5.6 シミュレーション結果

提案方式で差分進化法を用いて最適化を行った結果，

t = {1の時に e3,4の利用をやめた利用者に支払うインセン

ティブの金額は表 11に，利用を中断した車両数は表 12に

示すようになった．さらに，各区間ごとの車両数を表 13

に示す．それぞれの表の括弧内の値は利用料金の半額をイ

ンセンティブとした場合の結果である．

最後に料金徴収によって得られる総収入の値とインセン

ティブにかかる費用の合計額を比較した値を表 14に示す．

表 11 各時刻・各経路のインセンティブの金額
t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4)

1 - - 157.66 - 277.12 -

(825.46) (486.72)

2 375.68 324.05 277.66 - 242.30 323.09

(258.74) (570.02) (817.63) (559.62) (257.18)

3 334.64 234.87 - - - 350.91

(251.78) (499.87) (260.62)

4 - - - - - -

表 12 各時刻・各経路の利用をやめた利用者数
t R(1, 2) R(1, 3) R(1, 4) R(2, 3) R(2, 4) R(3, 4)

1 - - 0.14 - 2.10 -

(3.77) (9.67)

2 22.69 1.56 0.60 - 0.90 17.48

(10.77) (4.84) (5.22) (4.82) (11.07)

3 21.45 2.21 - - - 18.85

(12.15) (10.01) (10.40)

4 - - - - - -

表 13 再計算後の各時刻・各区間を走行する車両数

t e1,2 e2,3 e3,4

1 99.82 99.9 87.79

2 74.99 99.62 79.99

3 74.99 99.98 79.99

4 86.03 99.88 99.79

表 14 総収入の変化量

料金収入 インセンティブの合計 インセンティブの合計

(固定割合の場合）

　 594551.8 25592.16(4.3%) 33943.98(5.7%)

6. 考察

様々な突発的な事象を表した道路モデルを用いてシミュ

レーションを行った結果，突発的事象による道路状況の変

化においてもインセンティブの金額を適切に設定するこ

とで交通量をコントロールできることが確認できた．さら

に，一定料金の場合と比べて提案手法のほうが変化後の交

通容量に則した交通量にコントロールできており，さらに

インセンティブの合計も小さかったため収入最大化を損な

うことなくインセンティブの値を決めることができている

ことがわかった．しかし，今回直線的な道路モデルを使用

して計算を行ったためこれらは各区間の突発的事象による

相互間の影響も表すことができるが，パラレルにリンクが

存在するような複雑な道路モデルを想定する際には本提案

を改良する必要がある．

7. まとめ

我々の研究グループでは需要分布に基づく料金決定手法

を提案しており，本提案では，突発的な事象によって変化
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する道路状況をもとにインセンティブの金額を計算し，そ

のインセンティブの金額を利用者に通知することで，交通

量を動的に制御可能な料金更新手法を検討した．この方法

を道路モデルを使用してシミュレーションを行い，道路管

理者の総収入を最大化しながら道路を有効に活用できて

いることを確認した．今後は，使用した道路モデルをより

現実に即した複雑な道路モデルに改良する必要がある．現

実に即した道路モデルを改良することで，突発的な事象に

よって変化する道路状況がさらに複雑になることが考えら

れる．さらに，本提案ではインセンティブを用いた払い戻

し料金の決定を行ったが，ペナルティーを用いた料金決定

方法や，インセンティブとペナルティーの両方を使用する

料金決定方法との比較も行う必要がある．
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